
 

 

草津市協働のまちづくり条例（案） 
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前文 

草津市自治体基本条例では、わたしたちがまちづくりの主体として自らが必要と考え

るまちづくりに協働して取り組むこととしています。多様化していく地域課題を解決し、

住み良いまちを築いていくためには、これまで以上に、それぞれの責任を自覚するとと

もに、役割を分担しながら協働してまちづくりを行わなければなりません。 

住み良いまちは、地域や世代を超え、わたしたちそれぞれが互いに力を合わせ、未来

へとつなげるための努力により実現できるものであり、ここに協働によるまちづくりを

進めることへの決意を込め、草津市協働のまちづくり条例を制定します。 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、協働によるまちづくりの基本原則および基本的事項を定めるとと

もに、市民および市の役割を明らかにし、それぞれが自主的なまちづくりに取り組み、

協働によるまちづくりを推進することで住み良いまちの実現を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 協働 共通の目的を実現するために、市民と市民が、または市民と市が責任お

よび役割を分担し、相互の信頼および理解のもと、互いの特性および能力を持ち

寄って連携し、および協力することで、単独で取り組むよりも大きな成果が期待

される取組をいう。 

(2) 市民 市内に居住、通勤、もしくは通学する者、市内で活動する団体または市



 

 

内で事業を営む者をいう。 

(3) まちづくり協議会 基礎的コミュニティ等を中心とし、概ね小学校区（以下「区

域」という。）を範囲として設置される区域を代表する総合的な自治組織であって、

第１１条第１項で認定されたものをいう。 

(4) 基礎的コミュニティ 町内会、自治会その他の地縁に基づいて形成された自治

組織をいう。 

(5) 市民公益活動団体 不特定多数のものの利益の増進に寄与することを目的とし、

特定の課題解決に向けて自発的かつ自主的に活動を行う営利を目的としない団体

をいう。 

(6) 教育機関 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学その

他の学校および同法第１２４条に規定する専修学校をいう。 

(7) 中間支援組織 まちづくりを活性化させるために必要な支援を行うとともに、

市民と市民または市民と市の間に立って協働によるまちづくりを推進する組織を

いう。 

（基本原則） 

第３条 協働によるまちづくりは、自助・共助・公助の考え方を踏まえ、次に掲げる事

項を原則として推進するものとする。 

(1) 互いを対等なパートナー（協働の相手方をいう。以下同じ。）として尊重するこ

と。 

(2) 自主性を尊重し、および自立した関係を保つこと。 

(3) それぞれが持つ理念および特性を理解し合うこと。 

(4) 目的および到達点を共有すること。 

(5) 過程および成果について透明性を確保するため、広く情報を公開すること。 

(6) 過程および成果について評価を行うこと。 

(7) 協働の取組を通して共に学び、共に変わり、共に成長していく姿勢および意識

を持つこと。 

   第２章 各主体の役割 

（市民の役割） 

第４条 市民は、自らがまちづくりの主役であることを認識し、自主的なまちづくりに

取り組むとともに協働によるまちづくりを推進するよう努めるものとする。 

 （まちづくり協議会の役割） 

第５条 まちづくり協議会は、地域住民の意見および要望を把握し、課題解決に向けて、

計画的なまちづくりに取り組むものとする。 

２ まちづくり協議会は、市、市民公益活動団体等と連携し、および協力するよう努め

るものとする。 

 （基礎的コミュニティの役割） 



 

 

第６条 基礎的コミュニティは、地域の絆
きずな

を深め、身近な地域の課題を解決するよう

努めるものとする。 

２ 基礎的コミュニティは、自らが行う活動に関し、地域住民の理解を得るよう努める

とともに、参加の機会を確保するものとする。 

 （市民公益活動団体の役割） 

第７条 市民公益活動団体は、自らが行う活動の社会的意義を自覚し、その専門性、柔

軟性等を生かし、まちづくりに取り組むものとする。 

２ 市民公益活動団体は、広く情報を発信し、自らが行う活動への理解および参加が得

られるよう努めるものとする。 

３ 市民公益活動団体は、市、まちづくり協議会等と連携し、および協力するよう努め

るものとする。 

 （教育機関の役割） 

第８条 教育機関は、地域社会の発展に資するよう、その特性を生かし、まちづくりに

取り組むものとする。 

（中間支援組織の役割） 

第９条 中間支援組織は、自主的なまちづくりに関する支援を行い、および協働による

まちづくりの推進に必要な各主体間における調整を行うよう努めるものとする。 

２ 中間支援組織は、自らの機能を高めるため、中間支援組織相互の情報を共有し、な

らびに連携し、および協力するよう努めるものとする。 

（市の役割） 

第１０条 市は、市民が取り組む自主的なまちづくりを尊重するとともに、協働による

まちづくりを推進するものとする。 

２ 市は、協働によるまちづくりを推進するために必要な環境整備に努めるものとする。 

３ 市は、まちづくり協議会、市民公益活動団体等と連携し、および協力するよう努め

るものとする。 

４ 市は、市民に対し、市の事業への参加の機会を提供するため、積極的に情報提供を

行うよう努めるものとする。 

   第３章 まちづくり協議会 

（認定要件） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれにも該当するものを、まちづくり協議会として認

定することができる。 

(1) 地域住民で構成され、かつ、区域内で活動する個人および団体にも参加の機会

を保障していること。 

(2) 区域の課題を解決することを基本とした地域住民主体の組織であること。 

(3) 透明性が確保され、かつ、民主的な運営を行う組織であること。 

(4) 市のパートナーとして協働によるまちづくりを推進する組織であること。 



 

 

(5) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、および信者を教化育成することを目的と

しないこと。 

(6) 政治上の主義を推進し、支持し、またはこれに反対することを目的としないこ

と。 

(7) 特定の公職の候補者もしくは公職にある者または政党を推薦し、支持し、また

はこれらに反対することを目的とする活動をしないこと。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める要件を満たしていること。 

２ 前項の認定は、各区域につき１団体に限り行う。 

 （認定の申請） 

第１２条 前条第１項の認定を受けようとする団体は、規則で定めるところにより市長

に申請しなければならない。 

 （認定の取消し） 

第１３条 市長は、まちづくり協議会が第１１条第１項各号のいずれかを満たさなくな

ったときは、認定の取消しを行うことができる。 

 （まちづくり協議会の活動の推進） 

第１４条 市は、まちづくり協議会の活動の推進に関する施策を総合的に実施するもの

とする。 

２ 市は、まちづくり協議会に対し、技術的援助その他の必要な支援を行い、およびそ

の活動に要する費用に充てるための資金を交付するよう努めるものとする。 

３ 市は、第１項の施策を実施する場合は、まちづくり協議会の自主性および自立性を

尊重するものとする。 

（個人情報の提供） 

第１５条 草津市個人情報保護条例（平成１８年草津市条例第１号。以下「個人情報保

護条例」という。）第２条第２号の実施機関（以下「実施機関」という。）は保有個人

情報（個人情報保護条例第２条第３号に規定する保有個人情報をいう。）のまちづく

り協議会への提供については、個人情報保護条例第１０条第１項第８号中「公益上特

に必要があり」とあるのは、「防災、福祉等の分野において協働によるまちづくりの

推進に必要があり」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定により読み替えて適用する個人情報保護条例第１０条第１項第８号の

規定による個人情報の提供は、規則で定めるところにより調製する名簿（以下「名簿」

という。）を書面で提供することにより行うものとする。 

３ 第１項の規定により読み替えて適用する個人情報保護条例第１０条第１項第８号

の規定により個人情報の提供を受けるまちづくり協議会は、規則で定めるところによ

り、市長に対し、提供を受けた情報を管理する者（以下「名簿管理者」という。）お

よびその名簿を閲覧する者（以下「名簿閲覧者」という。）を届け出なければならな

い。 



 

 

４ 名簿管理者は、個人情報の提供を受けた目的の範囲内で、名簿閲覧者に対し、その

管理する名簿を閲覧させることができる。 

５ 第１項の規定により読み替えて適用する個人情報保護条例第１０条第１項第８号

の規定により個人情報の提供を受けたまちづくり協議会は、当該提供を受けた情報の

漏えい、滅失または毀損の防止その他の提供を受けた情報の安全管理のために必要か

つ適切な措置を講じなければならない。 

６ 名簿管理者、名簿閲覧者および提供を受けた個人情報に基づき活動を行う者(以下

「名簿管理者等」という。）は、提供を受けた目的以外の目的のために情報を管理し、

閲覧し、または取り扱う情報を自ら利用し、または提供してはならない。 

７ 名簿管理者等は、提供を受けた個人情報により知り得た個人の秘密を漏らしてはな

らない。 

（地域まちづくり計画の策定および公表） 

第１６条 まちづくり協議会は、自分たちの住む区域を住み良いまちとするために、目

指す将来像を掲げるとともに、それを実現するため解決すべき課題およびその解決方

法を示した計画（以下「地域まちづくり計画」という。）を策定するものとする。 

２ まちづくり協議会は、地域まちづくり計画を策定したとき、または変更したときは、

これを公表するものとする。 

３ 地域住民は、地域まちづくり計画に基づいたまちづくりに取り組むよう努めるもの

とする。 

４ 市は、地域まちづくり計画および前項に規定する取組を尊重するものとする。 

第４章 基礎的コミュニティ 

 （基礎的コミュニティへの参加促進） 

第１７条 地域住民は、基礎的コミュニティの活動への理解を深め、その活動に積極的

に参加し、または協力するよう努めるものとする。 

２ 地域住民は、自らが基礎的コミュニティの担い手であることを認識し、これを守り

育てるよう努めるものとする。 

 （基礎的コミュニティの活性化） 

第１８条 市は、基礎的コミュニティを活性化するため技術的援助その他の必要な支援

を行うよう努めるものとする。 

２ 市は、前項の支援を行う場合は、基礎的コミュニティの自主性および自立性を尊重

するものとする。 

   第５章 市民公益活動団体 

 （市民公益活動の推進） 

第１９条 市民は、市民公益活動が推進されるよう、市民公益活動団体の果たす社会的

役割および意義を理解するよう努めるものとする。 

 （市民公益活動団体の活性化） 



 

 

第２０条 市は、市民公益活動団体の活性化に関する施策を総合的に実施するものとす

る。 

２ 市は、前項の施策を実施する場合は、市民公益活動団体の自主性および自立性を尊

重するものとする。 

第６章 教育機関 

（教育機関との連携） 

第２１条 教育機関は、その教育または研究の成果が協働によるまちづくりの推進に生

かされるよう市民および市との連携に努めるものとする。 

２ 市民および市は、教育機関との連携に努めるものとする。 

第７章 中間支援組織 

（中間支援組織の指定） 

第２２条 市長は、市民と市との協働によるまちづくりを円滑に進めるため、市民と市

の間に立って支援する中間支援組織を別に定めるところにより指定することができ

る。 

２ 前項の規定により指定された中間支援組織は、市の協働によるまちづくりの推進に

積極的に協力するものとする。 

３ 市は、第１項の規定により指定された中間支援組織を積極的に活用するものとする。 

   第８章 市の取組 

 （協働事業の推進） 

第２３条 市は、まちづくり協議会および市民公益活動団体等との協働事業を積極的に

推進するものとする。 

２ 市は、協働事業を積極的に推進するため、必要に応じ財政上の措置を講ずるよう努

めるものとする。 

 （推進計画の策定） 

第２４条 市は、まちづくり協議会、市民公益活動団体等との協働によるまちづくりを

総合的かつ計画的に進めるため、推進計画を定めるものとする。 

 （推進体制の整備） 

第２５条 市は、組織内の連携を図り、組織全体で協働によるまちづくりを推進する体

制を整備するものとする。 

 （人材育成） 

第２６条 市は、市職員に対し、協働によるまちづくりに関する研修を実施し、その必

要性を認識させるように努め、市民との信頼関係の構築を図るよう努めるものとする。 

２ 市は、市職員が地域社会の課題を把握し、自らの資質向上を図るため、積極的にま

ちづくりに取り組むよう促すとともに、そのために必要な環境整備に努めるものとす

る。 

   第９章 草津市協働のまちづくり・市民参加推進評価委員会 



 

 

（委員会への諮問） 

第２７条 市長は、必要に応じ、次に掲げる事項について草津市協働のまちづくり・市

民参加推進評価委員会（以下「委員会」という。）の意見を聴くことができる。 

 (1) 推進計画の策定および評価 

(2) 協働によるまちづくりに係る施策の推進および評価に関すること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、協働によるまちづくりの推進に関する事項 

２ 委員会は、協働によるまちづくりの推進に係る事項について、市長に意見を述べる

ことができる。 

 第１０章 雑則 

 （委任） 

第２８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 


